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会社法における会計
松尾串正
はじめに
法務省・法制審議会会社法（現代化関係）部会は，会社法制の現代化に合わせ，近年の社会
経済情勢の変化に対応するための各種制度の見直し等，「会社法制の現代化」にふさわしい内
容の実質的改正を目的として，平成16年12月8日，「会社法制の現代化に関する要綱案」一以
下「要綱案」という一を公表した1)0 
要綱案に対する国会審議を経て，平成17年 7月26日，平成17年法律第86号として「会社
法2)」が公布された。会社法が法務省令に委任した約300項目について，平成17年11月29日に
9本の会社法関係法務省令案がパブリック・コメント 3)に付されたが，平成18年 2月7日に，
次の 3本に纏めて法務省令として公布され，会社法は平成18年 5月1日から施行されている。
① 会社法施行規則（平成18年法務省令第12号）
② 会社計算規則（平成18年法務省令第13号）
③ 電子公告規則（平成18年法務省令第14号）
本稿の目的は，会社の計算関係に焦点を絞って，会社法における会計規定の特徴を浮き彫り
1)法務省・法制審議会会社法（現代化関係）部会「会社法制の現代化に関する要綱案」『企業会計』 2005
年2月号， 139-162頁。
具体的には，要綱案は，商法第二編，有限会社法，株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律
等に規定されていた会社法制を一本化するとともに最低資本金制度の撤廃，機関設置等における定款自
治の拡大，合併等の組織再編成制度の柔軟化，新たな会社類型の新設等を行うことなどを内容とするもの
である（法制審議会第144回会議議事録 (http://www.moj.go.jp/SHINGI/050209-5.html))。
2)本文中に新会社法の条項を記す場合には，「法00」とする。
3) 9本のパブリック・ コメントは次の通りである。
① 会社法施行規則
② 株主総会等に関する法務省令
③ 株式会社の業務の適正を確保する体制に関する法務省令
④ 株式会社の監査に関する法務省令
⑤ 株式会社の計算に関する法務省令
⑥ 株式会社の特別清算に関する法務省令
⑦ 持分会社に関する法務省令
⑧ 組織再編行為に関する法務省令
⑨ 電子公告に関する法務省令
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にし，会計の視点から評価することにある。会社法の会社の計算に関する規定は，一方では，
一般に公正妥当と認められた会計原則 (GAAP) を従来にも増して重視する方向を明示しなが
らも，他方では，資本会計をめぐる従来の考え方に重要な見直しを迫っている。
1 GAAPの尊重
会社法は，「会計の原則」を定めた法431条において「株式会社の会計は，一般に公正妥当と
認められる企業会計の慣行に従うものとする」と規定し，会計処理に関する判断については，
旧商法32条2項における「商業帳簿ノ作成二関スル規定ノ解釈二付テハ公正ナル会計慣行ヲ甚斗
酌スベシ」との「甚斗酌規定」から「遵守規定」に変更して， GAAP尊重の姿勢を鮮明にした。
尤も，会社計算規則一以下，「計算規則」というーでは，第3条において「この省令の用語の解
釈及び規定の適用に関しては，一般に公正妥当と認められる企業会計の基準その他の会計慣行
を甚斗酌しなければならない」として，会社法適用対象の多様性，会計上の用語・様式，今後新
たに制定・改正が予想される会計規定への配慮を示している。
会社法のGAAP尊重姿勢は，例えば，計算規則における会社再編時の会計規定や繰延資産
規定，有価証券報告書提出会社の会計情報重視志向，子会社の範囲判定への支配力基準の導入
に現れている。
吸収合併の際ののれんの計上を認めた計算規則12条では，「吸収型再編対象財産の全部の取
得原価を吸収型再編対価の時価その他当該吸収型再編対象財産の時価を適切に算定する方法を
もって測定するべき場合には，吸収合併存続会社は，吸収合併に際して，資産又は負債として
のれんを計上することができる」として，企業結合に関する会計基準との整合性を尊重してい
る（神田， 2006, 34頁）。
同様に，繰延資産について，計算規則106条3項5号では「繰延資産として計上することが
適当であると認められるもの」とのみ包括的に規定して，従来の限定例示列挙方式を排除し，
その内容については会計基準に委ねる姿勢を示している。計算規則への対応として，企業会計
基準委員会 (ASBJ)は，平成18年8月に実務対応報告第19号「繰延資産の会計処理に関する当
面の取扱い」を公表して，従来の企業会計原則注解（注15)に示されている繰延資産の考え方
（すでに対価の支払いが完了し又は支払義務が確定し，これに対応する役務の提供を受けたにもかかわらず，そ
の効果が将来にわたって発現するものと期待される費用）を踏襲し，償却期間についてもこれまでの取
扱いを踏襲するものの，繰延資産の項目については次のような見直しを表明している (ASBJ,
2006)。
会社法において廃止された建設利息を除いて，原則として，旧商法施行規則で限定列挙され
ていた項目とし，その理由は，「繰延資産の部に計上した額」が剰余金の分配可能額から控除
される（計算規則第186条第1号）ことなどを考慮したことにある， としている。その結果，実務
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対応報告第19号では，
株式交付費
社債発行費等（新株予約券の発行に係る費用を含む）
以下の項目を繰延資産として取り扱っている。
??????
創立費
開業費
開発費
なお，社債発行差金に相当する額については，平成18年8月11日に公表された企業会計基準
第10号「金融商品に関する会計基準」において会計処理（社債金額から直接控除する方法）を定め
ているので，本号では取り扱わない，
計算書類の公告を定めた法440条では，有価証券報告書提出会社は証券取引法24条 1項の規
定により企業内容の開示が義務付けられていることから，証券取引法の定めを尊重して，
会社の計算書類の公告を免除している。
としている。
当該
また，子会社の範囲判定に際して，現行の連結財務諸表原則が支配力基準を採用しているこ
とを考慮して，法2条1項3号の子会社の定義において「会社がその総株主の議決権の過半数
を有する株式会社その他の当該会社がその経営を支配している法人として法務省令で定めるも
のをいう」と規定して，支配力基準を導入している。
会社法における叙述のGAAP適用強化が意味しているのは，基本的には， GAAP尊重によ
る会社法と証券取引法4) との会計基準一元化への動きであり，会計の視点からは評価に値す
る。
?
計算書類の拡充
会社法は，株主持分の変動状況，期中における財産状況および企業グループの経営状況の把
握のために計算書類を拡充している。
1)株主資本等変動計算書等の追加
会社法は，計算書類の作成及び保存を定めた法435条の 2項において，計算書類とは「貸借
対照表，損益計算書その他株式会社の財産および損益の状況を示すために必要かつ適当なもの
として法務省令で定めるものをいう」と規定したうえで，すべての株式会社に対して，計算書
類を作成し，株主に送付することを義務付けた（法438条）。
近年の会計基準の新設・改訂による資本の部直入項目（その他有価証券評価差額金，為替換算調整
勘定等）の増大，商法改正による自己株式の取得，処分及び消却等，資本の部変動要因の増加，
4)金融商品取引法が， 2006年 6月7日，第164回国会において「証券取引法等の一部を改正する法律」と
して成立し，証券取引法が「金融商品取引法」に改められた。
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さらには「株主持分変動計算書」が国際的には財務諸表の一つとして位置付けられていること
により，企業会計基準委員会には，株主の持分の変動に関する情報の開示が要望されていた。
そうした状況の下で，会社法が上記規定を定めたのを受けて同委員会は，平成17年12月27日に
企業会計基準第6号「株主資本等変動計算書に関する会計基準J一以下「株主資本等変動会計基準」
という一および同適用指針第 9号「株主資本等変動計算書に関する会計基準の適用指針」一以
下「株主資本等変動会計基準適用指針」という一ーを~ 個別レベルでは，従来， 当期未処分利益
の計算が個別損益計算書の末尾で表示され，株主総会における利益処分（又は損失処理）の結
果を受けて，利益処分計算書（又は損失処理計算書）が開示されてきたのを改め，「株主資本
等変動計算書」の作成・開示を新たに規定して，当期純利益（又は当期純損失）を含む株主資
本変動原因に関する表示を当該計算書に求めることにし，連結レベルでは，連結剰余金計算書
を廃止して，「連結株主資本等変動計算書」の作成・開示を規定した（株主資本等変動会計基準16-
18, 28)。
法務省令第13号「会社計算規則」は，株主持分の変動に関する上記会計基準を尊重して，同
規則91条 1項において，「法435条2項に規定する法務省令で定めるものは，この編の規定に従
い作成される株主資本等変動計算書及び個別注記表とする」とし，株主資本等変動計算書の記
載内容については，株主資本等変動会計基準の規定と整合させている（計算規則127条以下）。
株主資本等変動計算書の表示区分は，企業会計基準第5号「貸借対照表の純資産の部の表示
に関する会計基準」―以下「純資産会計基準」という一および企業会計基準適用指針第8号「貸借
対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」一以下「純資産会計基準適用指針」と
いう一に定める貸借対照表の純資産の部の表示区分に従うことになる（株主資本等変動会計基準
4)。すなわち，個別レベルでは，純資産の部を株主資本，評価・換算差額等および新株予約
権に区分表示し，株主資本の区分は，資本金，資本剰余金，利益剰余金および自己株式の区分
に細分する。資本剰余金は資本準備金とその他資本剰余金に再々分し，利益剰余金は利益準備
金とその他利益剰余金に再々分したうえで，その他利益剰余金は，更に， 00積立金と繰越利
益剰余金に分けて表示し，当期純利益（又は当期純損失）を利益剰余金の変動事由として繰越
利益剰余金に加減算表示する。評価・換算差額等の区分は，その他有価証券評価差額金および
繰延ヘッジ損益に細分する（純資産会計基準適用指針3)。
それぞれの区分に属する各項目について，前期末残高，当期変動額および当期末残高を分別
表示するのは共通しているが，当期変動額については，情報の有用性の視点から，株主資本に
属する項目は変動事由ごとにその金額の表示が必要なのに対して，株主資本以外の項目につい
ては，原則として，当期変動額の純額表示で足りる（株主資本等変動計算書会計基準21)。
株主資本の各項目の変動事由には，例えば以下のものが含まれる（株主資本等変動会計基準適用
指針6)。
① 当期純利益又は当期純損失
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??????
新株の発行又は自己株式の処分
剰余金の配当
自己株式の取得
自己株式の消却
企業結合（合併，会社分割，株式交換，株式移転など）による増加又は分割型の会社
分割による減少
⑦ 株主資本の係数の変動
a)資本金から準備金又は剰余金への振替
b)準備金から資本金又は剰余金への振替
C)剰余金から資本金又は準備金への振替
d)剰余金の内訳科目間の振替
連結範囲の変動又は持分法の適用範囲の変動
??
2)臨時計算書類の導入
会社法は，「財産の状況を把握するため」期中に臨時決算を行い，臨時決算日における貸借
対照表および臨時決算日の属する事業年度の初日から臨時決算日までの期間に係る損益計算書
—以下「臨時計算書類」という一—の作成を認める臨時決算制度を導入した（法441条）。
会社法が臨時計算書類の作成を容認する狙いは，会社法が株主総会決議により剰余金の配当
はいつでも可能とした（法453条および454条）ことを受けて，分配可能限度額の算定に際して，
分配時にまでに生じた損益を反映することを可能とする（法461条2項2号.5号）ことにある尻
3)連結計算書類の導入
会社法は，大会社（資本金5億円以上又は負債総額200億円以上の会社（法2条1項6号））に連結計算
書類の作成を容認し（法444条1項），有価証券報告書提出会社には連結計算書類の作成を義務付
けた（同条3項）。
会社法が導入した連結計算書類は，連結貸借対照表，連結損益計算書，
計算書および連結注記表から構成されている（計算規則93条）6)。
連結株主資本等変動
連結計算書類の導入，有価証券報告書提出会社に対する連結計算書類の作成義務付けは，グ
ループ経営を展開する企業活動の実態を反映していると同時に，会計基準との整合性を尊重し
ようとする会社法の方針の一環と評価し得る。
5)日本公認会計士協会は，臨時計算書類制度が新たに創設された制度であるため，慣行と言える会計が存
在しないことを考慮して，今後の実務の参考に資することを目的に，平成18年11月10日，会計制度委員会
研究報告第12号「臨時計算書類の作成基準について」を公表している。
6)会社法の計算書類には．個別も連結もキャッシュ・フロー計算書がない。
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3 資本金および準備金の見直し
会社法は，資本金・準備金の概念に会計の視点から見れば看過し難い重要な変更を加えてい
る。具体的には，資本組入額，最低資本金制度，資本金・準備金の減少および準備金の一元化
がそれである。
1)資本組入額
会社法ば法445条 1項において「株式会社の資本の額は，（中略）設立又は株式の発行に際し
て株主となる者が当該株式会社に対して払込又は給付した財産の額とする」として「払込価額
主義」を規定し，旧商法が284条ノ 2第 1項において「会社ノ資本ハ（中略）発行済株式ノ発
行価額ノ総額トス」と規定していた「発行価額主義」から転換した。
会社法が払込価額主義に転換したのは，株式の時価発行が普及したことにより，発行価額と
払込価額との間に乖離が生じるのが一般化したため，資本の額を株式発行の実態に合わせたこ
とによる。
2)最低資本金制度の廃止
会社法は，旧商法が168条ノ 4において定めていた「資本ノ額ハ千万円ヲ下ルコトヲ得ズ」
との規定を廃止し，株式会社設立のための定款記載要件として，法27条 1項4号に「設立に際
して出資される財産の価額又はその最低額」と規定しているに過ぎないので，出資財産総額の
下限に定めがないことになる。
会社法による最低資本金制度の廃止は，有限会社制度を廃止して株式会社に統合することに
伴う株式会社の規律内容の柔軟化，および従来の最低資本金制度が債権者保護の観点からの意
義が乏しく，むしろ近年の経済清勢のもとでの起業の妨げとなることによる， と言われている
（法制審議会， 2005)。
最低資本金制度の廃止の狙いが，経済活性化支援にあるとしても会社法は資本維持に基づ
＜債権者保護を基本理念としてきた旧商法からの債権者保護理念に関する重大な変更を図って
いる。既述の会計基準を尊重してデイスクロージャーを重視しようとする会社法の狙いが，こ
の点にも推測しうる。
3)資本金・準備金の減少
会社法は，株主総会の決議により，資本金の額を減少し，減少した資本金の額の全部又は一
部を準備金に組み入れることを可能とし，また逆に，準備金の額を減少して，減少した準備金
の全部または一部を資本金することを可能とする（法447条 1項 l号・ 2号および448条1項 l号・ 2号）
会社法における会計（松尾） 63 
と同時に，最終事業年度末日後における資本金および準備金の減少額を剰余金の額に含めると
した（法446条1項3号・ 4号）。さらに新株発行と同時に準備金を減少し，準備金減少後の準備
金額が準備金減少前の準備金額以上の場合には，取締役の決定（取締役会設置会社では取締役会決
議）で可能とした（法448条3項）。資本金および準備金のこうした減少に対して，会社法が債権
者に対して異議申立機会を定めている（法449条）のは当然と言える。
資本金および準備金の取崩しの弾力化さらには資本金・準備金減少額の剰余金化は，平成13
年 6 月に公布された改正商法—以下「平成13年 6 月改正商法」という一によって途が開かれた。平
成13年6月改正商法以前は，商法は資本金の減少によって生じた減資差益は資本準備金として
積み立てることを強制していた（平成13年6月改正前商法288条ノ 2第4項）が，平成13年6月改正
商法は同項を削除して，減資差益を配当原資とすることを認めた7)(旧商法290条）。
4)準備金の一元化
会社法は法445条4項において「剰余金の配当をする場合には，株式会社は，法務省令で定
めるところにより，当該剰余金に配当により減少する剰余金に10分の 1を乗じて得た額を資本
準備金又は利益準備金（以下「準備金」として総称）として計上しなければならない」として，資
本準備金と利益準備金の区別を撤廃し，剰余金の分配時には，分配により減少する剰余金の10
分の 1を準備金として積み立てるものとした。その際，準備金合計額が資本金の4分の 1に達
していない場合には減少するその他資本剰余金およびその他利益剰余金の割合に応じて，資
本準備金およびもしくは利益準備金を積み立てなければならない（計算規則45条 46条）。
準備金の一元化への軌道は，旧商法288条において，既に引かれていた。すなわち，旧商法
は同条において，金銭による配当の際の準備金積立要件として，平成13年6月改正商法以前は
288条において資本の 4分の 1に達するまで利益準備金の積立義務を課していたのを，平成13
年6月改正に際して，同条を資本準備金と利益準備金の合計額が資本の 4分の 1に達するまで
の積立に変更したのである。
商法あるいは会社法の論理としては，元々，準備金規定は配当規制の一環として法固有の領
域と位置付けられていて，準備金が資本性か利益性かの差異は問うところではないとの立場で
あろう。そうした視点が顕著に現れているのが，次の剰余金の取り扱いである。
4 剰余金の見直し
1)剰余金の範囲
法446条および計算規則177条・ 178条によれば，剰余金の額は次のように算出されることに
7)平成13年6月改正商法を受けて，企業会計基準委員会は，平成14年2月に企業会計基準第 1号「自己株
式および法定準備金の取崩等に関する会計基準」を制定した。
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なる凡
剰余金額＝最終事業年度末日におけるその他資本剰余金
＋最終事業年度末日におけるその他利益剰余金
＋最終事業年度末日後における自己株式処分益（処分損の場合は一）
＋最終事業年度末日後における資本金・準備金減少額
＋最終事業年度末日後における吸収型再編による資本剰余金• 利益剰余金の増加額
（減少の場合は一）
ー最終事業年度末日後における消却自己株式の帳簿価額
一剰余金から資本金・準備金に振り替えた場合の当該振替額
ー剰余金配当額
一剰余金の配当に伴う準備金積立額
上記の剰余金額を基に，会社法は次の項目に関して分配規制を定めている。
① 統一的財源規制
② 配当の弾力化
③ 分配可能額
2)統一的財源規制
会社法は，利益配当，中間配当，資本金及び準備金の減少に伴う払戻しおよび自己株式の有
償取得を「剰余金の分配」として整理し，統一的な財源規制を掛けている。配当，資本金・準
備金の減少を伴う払戻および自己株式有償取得を剰余金の分配として統一的に把握する会社法
の方針は，法務省・法制審議会会社法（現代化関係）部会が平成16年12月に提示した「会社法
制の現代化に関する要綱案」に即した方向である凡
会社法の論理は，金銭による配当も資本金・準備金の減少を伴う払戻も自己株式有償取得も
いずれも債権者への弁済に先立つ株主に対する会社財産の払戻しである点に相違はないとの考
え方である（稲葉 (2006), 101頁）。
資本金及び準備金減少差益の分配原資化は，平成13年6月改正商法が減資差益の資本準備金
積立規定を削除し，減資差益は資本準備金としてではなく，配当原資である「剰余金」の中の
「その他の剰余金」に属するとしたことに端を発している。会計の視点からすれば，減資差益
は以前に株主が払い込んだ資本金の変形であり，本来，資本性の準備金である資本準備金とし
て維持しなければならない。
8)剰余金額算定式は，新会社法446条および会社計算規則177条・ 178条をもとにしながら．弥永 (2006)
をも参考にした。
9)法務省・法制審議会会社法（現代化関係）部会「会社法制の現代化に関する要綱案」『企業会計』 2005
年 2月号， 154頁。
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3)配当の弾力化
従来，配当は年2回であったが，会社法は純資産が300万円を下回らない限り，何回でも株
主総会決議により配当可能とし（第453条第454条第1項）10)' 更に，次の場合には，取締役会決
議により，剰余金の分配を可能とした。
a 中間配当：取締役会設置会社は， 1事業年度の途中において 1回に限り取締役会の決議に
よって剰余金の配当（配当財産が金銭であるものに限る。以下「中間配当」という）をすることがで
きる旨を定款で定めることができる（第454条第5項）。
b 下記の条件を満たす場合（第459条）。
① 取締役会設置会社かつ会計監査人設置会社であること。
② 取締役の任期が1年に短縮されていること。
③ 剰余金の分配を取締役会の決議により決定できる旨の規定を定款に定めていること。
④ 前期の計算書類に会計監査人の適法意見が付されていること。
⑤ 委員会設置会社が，取締役会決議により，剰余金の分配を決定できる旨の規定を定款に
定めている場合。
法のこうした改正は，株主に対する機動的・弾力的な利益還元を容易にすることを意図して
いるといえる。
4)分配可能額
会社法は，株主に対する分配限度額を分配可能額の範囲内と定めて（法461条1項），債権者保
護の姿勢を示している。分配可能額は，法461条2項および計算規則184条から186条によれば，
次のようになる11)0 
分配可能額＝剰余金の額
＋臨時決算期間に計上された当期純利益額（純損失の場合は一）
＋臨時決算期間内に自己株式を処分した場合の当該自己株式の処分対価額
ー自己株式の帳簿価額
ー最終事業年度の末日後に自己株式を処分した場合の当該自己株式の処分対価額
ーのれん等調整額関係
ーその他有価証券評価差額金の額
一土地再評価差額金の額
10)ホンダは，早速，会社法に基づく四半期配当方針を表明・実施し，市場から好感を得ている（日経2006,
ホンダ2006)。
11)計算規則186条には，この他，控除項目として連結配当規制および2以上の臨時計算書類を作成した場
合についても規定しているが，本稿の意図は分配可能額の属性を検討することにあるので，連結配当規制
および2以上の臨時計算書類作成の場合を割愛する。
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分配可能額の算定に際して控除する「のれん等調整額関係」は，資産計上されたのれんの額
を2で除した額に繰延資産として計上された額を加算した額一以下「のれん等調整額」という（計
算規則186条 1項1号）―-が， 資本等金額（最終事業年度の末日における資本金の額および準備金の額の合
計額（計算規則186条 1項1号イ））との間に次の関係が成立している場合である（綿貫 (2006),21頁）。
(a)のれん等調整額＞資本等金額であるが，
の額の場合
のれん等調整額ニ資本等金額＋その他資本剰余金
(b) 
のれん等調整額から資本等金額を差し引いた額を控除する（計算規則186条l項1号口）。
のれん等調整額〉資本等金額＋その他資本剰余金の額の場合（計算規則186条 1項1号ハ）
．のれん等調整額 Xl/2~資本等金額＋その他資本剰余金の額の場合は， のれん等調整額か
ら資本等金額を差し引いた額を控除する。
．のれん等調整額Xl/2>資本等金額＋その他資本剰余金の額の場合は，
の額および繰延資産に計上した額の合計額を控除する。
会社法は，上記の分配可能額の範囲内であれば，次の自己株式有償取得を許容し，
うした自己株式有償取得を剰余金の配当と同列に扱っている（法461条 1項）。
その他資本剰余金
しかもそ
?????????
譲渡制限株式の売却請求に基づく自己株式取得（法461条 1項1号）
子会社からの自己株式取得（同項2号）
市場取引• 公開買付による自己株式取得（同項2号）
総会決議に従う取得（同項3号）
全部取得条項付株式の規定による自己株式取得（同項4号）
相続人に対する売渡請求による自己株式取得（同項5号）
所在不明株式の競売等に代えてする自己株式取得（同項6号）
1株に満たない端数の競売等に代えてする自己株式取得（同項7号）
会社法が配当と自己株式の有償取得の同列扱いを正当化する根拠は，既に指摘したように，
債権者への弁済に先立つ株主に対する会社財産の払戻という点で両者の間に差異はない， との
この考え方には，会計の視点からは問題があるので，次項で検討を加え見解である。 しかし，
ることにしよう。
?
会社法の特徴と会計上の問題
以上の論述から，会社法の特徴を次の 5点に纏めることができる。
GAAP適用強化
?????
計算書類の拡大等の開示重視
資本金・準備金の額の変更の弾力化
剰余金分配の弾力化
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⑤ 債権者保護理念の変化：開示重視
GAAP適用強化および計算書類の拡大・開示重視は，会計の視点からは評価に値する法改正
といえるが，会社法の視点からすれば，会社の計算•開示に関して会計の論理を尊重するのは，
旧商法の債権者保護に関する基本思考を変更するための布石を打つことにあったといえる。す
なわち，債権者保護に関して，会社法は旧商法による資本維持重視から開示重視に変更するこ
とに会計の論理を尊重する狙いがあるといえる。
資本金・準備金の額の変更の弾力化及び剰余金分配の弾力化には，会計上，次の 2つの重大
な問題がある。
その一つは資本と利益の区分の問題であり，他の一つは株主に対する分配資金源泉の識別問
題である。
前者は，資本金・資本準備金の減少差益の配当原資化，準備金の一元化に伴う資本準備金と
利益準備金の区別の撤廃に係わる問題である。これらが会計上重要な問題になるのは，資本と
利益の区分に係わるが故である。企業活動に関する成果の測定は，資本と利益の峻別を前提と
して可能となる。資本金・資本準備金の減少差益は，株主が以前に払い込んだ拠出額の一部で
あることに変わりはなく，配当原資となしうる性格のものではない。言い換えれば，減資差益
は資本取引の結果生じた差額に過ぎず，資本取引から利益は生まれない。減資差益の配当原資
化は，資本と利益の混同である。同様に，資本準備金と利益準備金の一元化は，両者が資本性
か利益性かを無視した，資本と利益を混同した発想である。会社法における資本と利益の区別
を無視した発想は，剰余金及び分配可能利益の定義に際するその他資本剰余金の扱いから， ヨ
リー層明確である。
後者は，利益配当と資本金・準備金の減少を伴う払戻および自己株式有償取得を統一的に同
一次元で把握することの是非である。これらを同一範疇で捉える会社法の根拠は，債権者への
弁済に先立つ株主に対する会社財産の払戻しであるという点にあるが，そうした見方は，流出
する資金の側面にのみ目を向けた一面的視点に過ぎず，当該資金の源泉を蔑ろにしている。株
主に分配される資金が，事業活動の結果獲得された利益から分配される資金か，それとも株主
から以前に拠出を受けた資金かの区別は，会計上，利益配当と資本払戻しとして，両者の資金
源泉を厳格に区別しなければならない。
利益配当は，株主から調達した資金の運用成果として獲得した果実の分配である。他方，資
本金・準備金払戻はもとより自己株有償取得は資本の払戻であって， 自己株有償取得の場合で
あっても，将来，元本縮小の可能性が潜んでいて，利益配当と資本払戻は資金源泉を全く異に
する。したがって，会計上，両者は厳に区別されなければならない。
なお，ここでは，企業における利益配当と資本払戻を組み合わせた資本政策の是非を論じて
いるのではないことを断っておく。
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おわりに
会社法は，一方では，会計基準重視の姿勢を打ち出しながらも，他方では，株主に対する分
配に関して，法固有の論理，すなわち会社財産の払戻との考え方を明確にした。言い換えれ
ば，会社法は会社財産の分配に関する決定は法の専決事項であることを鮮明にしようとしてい
る。
しかし，企業における活動業績の測定・開示を使命とする会計の視点からすれば，剰余金に
関する会社法の考え方には重大な疑問を差し挟まざるを得ない。すなわち，会計上，資本と利
益の峻別を前提として企業業績の測定が可能となる。また，利益配当と資本払戻は流出する資
金の源泉を全く異にしている。会計におけるアカウンタビリティはこれらの峻別の上に成り立
つ。
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